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日本全国の不動産鑑定士のネットワークを
生かした統一的な質の高い不動産鑑定評価
を行う

不動産の専門知識を生かしたコンサルタント
業務を行う
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ＲＡＰＪＡＰＡＮの海外ネットワーク

• ＶＰＣ グループ マレーシア、シンガポール、インドネシ
ア、タイ、カンボジア、インドの不動産コンサルタント、不
動産鑑定士のグループ 情報交換、ビジネスの紹介行
う 年２回会議

• 昨年は4月シンガポール、11月インドネシアのバンドンで
会議

• Ｃｌｕｔｔｏｎｓ ＬＬＰ １７６５年創業の英国の不動産評価、
不動産管理、不動産仲介等を業とする専門家集団 約
500名のパートナーを抱え、英国、中東、アフリカ、ヨーロ
ッパに拠点持つ、英国の名門

• 中国、アメリカ等とも不動産鑑定のネットワークを持つ
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世界の人口の推移 国連統計・予測 単位：百万人

中
国

イン
ド

インド
ネシア

ベトナ
ム

タイ 韓
国

マレー
シア

日
本

米
国

英
国

フィリ
ピン

世
界

１９５０ ５４５ ３７２ ７７ ２７ ２１ １９ ６ ８４ １５８ 51 18 ２５２９

１９６０ ６４６ ４４８ ９３ ３４ ２８ ２５ ８ ９４ １８６ 53 26 ３０２３

１９７０ ８１６ ５５３ １１７ ４３ ３７ ３１ １１ １０５ ２０９ 56 35 ３６８６

１９８０ ９８１ ６９７ １４７ ５３ ４７ ３７ １４ １１７ ２２９ 56 47 ４４３８

１９９０ １１４２ ８６２ １７７ ６６ ５７ ４３ １８ １２４ ２５５ 57 62 ５２９０

２０００ 1269 １０54 ２13 ７９ ６3 ４６ ２３ １２７ ２８2 59 77 ６１１3

２０１０ 1341 1225 240 85 69 48 ２８ 128 ３１0 62 93 6896

２０２０ １388 １387 263 96 72 50 ３3 １２4 ３37 66 110 ７６56

２０３０ １393 1523 ２80 １０1 ７３ 50 ３7 １１7 ３62 69 126 ８３21

２０４０ １361 1627 ２90 １04 ７3 49 41 １０7 ３８3 72 142 ８８74

２０５０ 1296 １692 ２93 １04 ７1 ４7 ４3 ９7 ４０3 73 155 9306

3



アジア、米国、英国の中位年齢の推移
国連統計・予測 赤字＝30代

年
代

中国 インド インドネ
シア

ベトナム タイ 韓国 マレーシ
ア

日本 米国 英国 フィリピ
ン

世界

５
０
２３．９ ２１．３ ２０．０ ２４．６ １８．６ １９．０ １９．８ ２２．２ ３０。０ 34.9 19.8 ２４．０

６
０
２１．８ ２０．０ ２０．０ ２２．２ １８．４ １９．８ １７．６ ２５．６ ２９．６ 35.5 19.6 ２３．２

７
０
１９．７ １９．２ １８．９ １８．０ １７．７ １９．０ １７．５ ２９．０ ２８．２ 34.2 18.8 ２２．１

８
０
２２．１ ２０．２ １９．４ １８．２ １９．５ ２２．２ １９．７ ３２．５ ３０．１ 34.4 18.3 ２３．０

９
０
２５．０ ２１．１ ２１．７ ２０．０ ２４．６ ２７．０ ２１．５ ３７．７ ３２．８ 35.8 18.1 ２４．４

０
０
２９．7 ２２．7 ２４．８ ２３．２ ３０．2 ３２．１ ２３.8 ４１．５ ３５．１ 37.7 19.0 ２６．６

１
０
３４．5 ２５．1 ２７．８ ２８．５ 34.2 ３７．９ ２６.0 ４５．１ ３６．６ 39.8 21.7 ２９．１

２
０
３8.1 ２８．１ ３１．４ ３２．３ 38.2 ４３．２ 28.9 ４8.9 ３７．９ 40.4 24.7 ３１．５

３
０
４2.5 ３１.2 ３５．１ ３６．７ 41.8 ４７．６ ３1.7 ５2.7 ３９．５ 41.3 28.0 ３４．２

４
０
４6.4 ３4.3 ３８．５ ４０．３ ４4.8 ５１．０ 34.6 ５4.9 ４０．８ 42.4 31.3 ３６．６

５
０
４8.7 ３7.2 ４１．６ ４２．４ ４6.6 ５３．７ ３6.9 ５6.0 ４１．７ 42.9 34.7 ３８．４
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ＧＤＰの推移、見込（2018）by IMF

1998

ＧＤＰ
ＵＳ
billion
＄

1998

前年
比伸
長率
（％）

2004

前年
比伸
長率
（％）

2008

前年
比伸
長率
（％）

2009

前年
比伸
長率
（％）

2010

前年
比伸
長率
（％）

2011

前年
比伸
長率
（％）

2012

前年
比伸
長率
（％）

2013

前年
比伸
長率
（％）

2018

前年
比伸
長率
（％）

2018
GDP  
US 
billion
$

2018/199
8

伸長率
（％）

日本 3914.6 -2.0 2.4 -1.0 -5.5 4.7 -0.6 2.0 1.6 1.1 5930.2 152％

中国 1019.5 9.3 10.1 9.6 9.2 10.4 9.3 7.8 8.0 8.5 14941. 1460％

タイ 111.86 -10.5 6.3 2.5 -2.3 7.8 0.0 6.4 5.8 4.7 612.17 547％

マレー
シア

72.175 -7.4 6.8 4.8 -1.5 7.2 5.1 5.6 5.1 5.2 474.77 658％

インドネ
シア

95.455 -13.1 5.0 6.0 4.6 6.2 6.5 6.2 6.3 6.5 1482.4 1553％

シンガ
ポール

85.013 -2.2 9.2 7.4 -0.8 14.8 5.2 1.3 2.0 3.9 342.47 403％

米国 8793.5 4.4 3.5 -0.3 -3.0 2.4 1.8 2.2 1.9 2.9 21101. 240％

英国 1462.1 3.5 2.9 2.8 -1.0 -4.0 1.8 0.9 0.7 2.5 2990 205％

フィリ
ピン

33.27 -0.6 6.7 4.2 1.1 7.6 3.7 6.8 6.8 5.5 421 1265％
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日本の公示価格の推移（住宅地）（％）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

東京圏 -5.6 -4.7 -3.2 -0.9 3.6 5.5 -4.4 -4.9 -1.7 -1.6 -0.7
価格指数

2003基準 100 90.0 87.1 86.3 89.4 94.3 90.2 85.8 84.3 82.9 82.4

大阪圏 -8.8 -8.0 -5.2 -1.6 1.8 2.7 -2.0 -4.8 -2.4 -1.3 -0.9
価格指数
2003基準 100 83.9 79.5 78.3 79.7 81.8 80.2 76.3 74.5 73.5 72.9

名古屋
圏

-5.6 -4.9 -3.3 -1.3 1.7 2.8 -2.8 -2.5 -0.6 -0.4 0.0

価格指数
2003基準 100 89.8 85.4 82.6 81.5 82.9 85.2 82.8 80.7 80.3 79.9

地方平
均

-5.1 -5.7 -5.4 -4.2 -2.7 -1.8 -2.8 -3.8 -3.6 -3.3 -2.5

価格指数
2003基準 100 89.5 84.7 81.1 78.9 77.5 75.3 72.5 69.9 67.5 65.9

全国平
均

-5.8 -5.7 -4.6 -2.7 0.1 1.3 -3.2 -4.2 -2.7 -2.3 -1.6

価格指数
2003基準 100 88.8 84.7 82.5 82.5 83.6 80.9 77.5 75.4 73.7 72.5
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為替相場の推移
1米ドル当たり各国通貨：ＩＭＦ統計各年5月中旬現在

1997 1998 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2004/
2013
（％）

インド
ネシア

２３４５ １４８５０ ８９３８ ９７０４ ９１５９ ９１４１ ９６９９ １０３８９ ９１２０ ８５４８ 9265 9748 92％

中国 ８．３ ８．２７ ８．２７ ８．１９ ７．９７ ７．６０ ６．９４ ６．８３ ６．８３ ６．４９ 6.31 6.21 133％

インド ３５．４３ ４２．４７ ４５．３１ ４４．１０ ４５．３０ ４１．３４ ４３．５０ ４８．４０ ４４．９６ ４４．７０ 53.84 54.79 83％

マレー
シア

２．４８９ ４．１７５ ３．８００ ３．７８７ ３．６６８ ３．４３７ ３．３３５ ３．５２４ ３．２０６ ３．００５ 3.09 3.00 127％

タイ ２５．２８ ４２．３１ ４０．２２ ４０．２２ ３７．８８ ３４．５１ ３３．３１ ３４．２８ ３２．３５ ３０．１９ 31.37 29.73 135%

シンガ
ポール

１。４０ １．７０ １．６９ １．６６ １，５８ １．５０ １．４１ １．４５ １．３９ １．２３ 1.26 1.24 136%

韓国 ７７８．２ １３８５ １１４５ １０２４ ９５４ ９２９ １１０２ １２７６ １１５８ １０８５ 1149 1109 103%

日本 １０４．８ １４０．８ １０８，１ １１０．２ １１６．２ １１７．７ １０３．３ ９３．５ ９２．７ ８０．６ 79.87 102.2 106%

英国 1.64 1.63 1.77 1.86 1.85 1.98 1.94 1.52 1.44 1.62 1.60 1.52 116%
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外国人の不動産投資規制

土地 建物 ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 取得費用 売却益税金 金融 外国送金

マレーシ
ア

一定の居住系
可 他は許可
必要

1百万ＲＭ31

百万円）以上
のコンド可

10年間ビザ

車無税購入
可能

印紙税3％等 外国人 5年
以内30％
6年以降5％

外国人可 自由

タイ 原則許可必要 コンド総戸数の
49％まで所有可

無 登録税2％印紙税
0.5％等（公定価
格）

5年以内3.3％（評
価額）

外国人可 自由

シンガ
ポール

原則許可不要 オフイス、コン
ド原則自由戸
建不可

無 印紙税
1％ 18万S$
2％ 18-36万S$
3％ 残りの額
追加印紙税15％

売却価格の
4年以内4％
3年以内8％
2年以内12％
1年以内16％

外国人可 自由

インドネ
シア

インドネシア人
（自然人）だけ可

25年間の使用権
更に20年延長可

無 外国人可 自由

カンボジ
ア

カンボジア人

カンボジア人
51％超保有会
社

1階、地階以
外は所有可能

無

インド インド人、もしくは
インドオリジンの
人

無

英国 自由 自由 無 印紙税4-5％そ
の他含め6-8％

Tax アドバイ

ザーが好まし
い

外国人可能 自由

フィリピ
ン

外国資本比率
40％までの会
社可

可 35歳まで2万＄、

年金受給者月
800＄以上、預
金1万＄

所得税25％

不動産売却に
対し、売却額の
6％

外国人可能 自由

8



人口、ＧＤＰ、為替、投資規制から見た投資適国

人口動向 ＧＤＰの伸
び率

為替動向 投資規制 透明性 投資適国

日本 減少 低い やや強い 無 有

中国 普通 高い 強い 有 無 ×

タイ 普通 高い 強い 無 ほぼ有 ○

マレーシ
ア

逓増 高い 強い 少ない 有 ◎

インドネシ
ア

逓増 高い やや弱い 有 やや無 △

シンガ
ポール

逓増 安定的 強い 若干有 有 ○

米国 逓増 安定的 やや弱い 無 有 ○

英国 逓増 安定的 やや強い 無 有 ◎
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マレーシア
• 人口：29.3百万人

• 中央銀行公定歩合：3％

• 基礎的貸出金利：6.6％

• 住宅ローン金利：4.3-4.6％

• 失業率：3％

• インフレ率：1.9％

• ＧＤＰ：3,065億ＵＳ＄

• 一人当たり国民所得：5,364ＵＳ＄（2012）

• 実質ＧＤＰの推移

2010 2011 2012 2013

成長率 7.2％ 5.1％ 5.6％ 4.5-5％予想
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マレーシア 不動産に関係する2014年の予算並び
にその影響

• 不動産市況を鎮静化する 外国人の取得できる不動産の最低価格を
RM50万から、RM1百万(約31百万円）2014.1.1施行

• 不動産売却益に対する課税を、外国人は、5年以内30％、6年以降10％
に増税 (2013年までは、2年以内15％、3-5年10％、6年以降0％）

• 開発業者は、詳細な販売価格を、弁護士費用、印紙税、現金割引、ギフ
トを含め公開すること、並びに、開発業者が金利を負担するスキームは
禁止された

• GST(消費税)6％が、2015年4月1日から実施されるが、居住系資産の購
入、賃貸には、摘要されない

• 223千戸の経済的に購入可能な住宅を、政府及び民間で建設する

• 外国人は、クアラルンプール、ペナンでは、RM1百万以上のコンドを既に

購入しており、影響はすくない マレーシア全体では、外国人の購入は若
干減ることにはなる キャピタルゲイン税の増加により、青田買い、転売
は、出来なくなる
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マレーシア不動産市況（居住系）
1ｓｑｆｔ＝0.0925㎡ 1ＲＭ＝31.1円

• 高級コンドは、超過供給 5,682戸完成予定

• 狭いコンドの方が広いコンドより売れ行き良し

• 超高級コンド、面積４，０２５ｓｑｆｔから６，９１３
ｓｑｆｔ、価格５.８百万ＲＭ以上、ＲＭ１，３００－
１，５００ per sqftは、５４％が即売し、好調

• ＫＬの高級コンドの賃料は、ＲＭ670ｐｓｆ、７％
アップ昨年626ｐｍｆ

• 平均賃貸収入は、３．９％上昇ＲＭ３．６５ｐｓｆ
/月
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タイランド

• 経済成長率2013は3.2-3.7％と予想 2012は
6.2％ 2013年後半は、輸出が弱かった
2012年は、洪水の反動で成長率は高かった

• タイバーツは弱くなっている（THB29/US$ 2013
年4月 THB31-32/US$ 2013年11月）

• インフレ率は3％以下 失業率1％

• デモの影響は懸念される
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タイの不動産市場

• タイの不動産市場は、弱含み 中央銀行は住宅ローンを引
き締めている コンドの超過供給が懸念されている デベロッ
パーは、将来開設される予定の地下鉄に近い地域で、新し
いプロジェクトを立ちあげている

• 一等地でのコンド市場は、外国人投資家の投資により、強い
需要はある しかし、地元の購入力は弱くなっている 新規プ
ロジェクトは減少し、居住系物件の賃料、価格は、上昇しな
いと見込まれる

• オフイスは、供給が限られていたので、占有率は89％に上昇
A class 25us$/㎡ B class 18us$/㎡

• 商業施設は好調 占有率は95％

• ホテルは、観光客が17.5％上昇 占有率は上昇 ホテルの
客室は10％増加の見込みだったが、 最近のデモによる影
響で、落ち込む見込み

• REITが制定され、現在の不動産投資ファンドにとって代わる 14



タイのコンド市場 1バーツ=約3円

• 超過供給が懸念されている

• 地下鉄駅に近いﾜﾝﾙｰﾑ（３１-４５㎡）供給増

• 地下鉄駅に近い土地価格の上昇が著しい

• 大手デベは、豪華コンド20万バーツ/㎡を販
売
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シンガポール

• ＧＤＰ 1.3％2012 1-3％予想2013

• インフレ率 3-4％

• 失業率 1.8％

• 人口 5.5百万人 2030年6.9百万人（計画）
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シンガポール居住系不動産市場

• 2012年 コンド、22,197戸（過去最高）を売却

• 個人住宅価格は、2.8％上昇 コンドは、6.5％上昇

• 当局の価格沈静化手段は、あまり奏功していない
が、外国人の投資は大きく減少する

• 即売率は、70-80％である

• 新規販売分の価格は、Ｓ＄1,000-1500ｐｓｆ（土地は
賃借権）

• 外国人購入者割合は、6.3％（17.6％減）

• 価格は、5-8％の上昇が予測される
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インドネシア

経済指標 2009 2010 2011 2012 Q32013

GDP（％） 4.5% 6.2% 6.5% 6.2% 5.62%

インフレ率（％） 4.9% 6.5% 3.79% 4.32% 8.32%

公定歩合 6.5% 6.5% 5.75% 5.75% 7.5%

貸出金利 13.0% 12.5% 10.5% 10.5% 12%

定期預金金利 6.5% 6.5% 6.5% 6.5% 9%

ジャカルタ証券取引所指数 2537 3701 3857 4316 4486

為替相場（US$) 9300 9100 9000 9600 11350

資源価格の下落により、2013年4月以降貿易収支が赤字となり、ルピアが大幅に下

落している 遅れていたインフラ投資を大規模に行う計画であり、経常収支の赤字が
続く見込み 資源輸出だけに頼ることなく、他のASEANの国のように、製造業の輸
出に転換したい意向である 不動産価格は、上昇を続けている
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カンボジア概況

 土地面積 : 181,035 sq.km.

 人口: 14.2 百万人

 労働力(若い) : 7,053,398 (女性: 

3,608,345)

• 年齢構成: 0-14 才: 31.9%; 15-24 才: 
21.9%; 25-54 才: 37.5%; 55-64 才: 4.9%; 65 
才以上: 3.8%

 人口増加率 : 1.54%

 経済成長率 (2012) : 7.30%

 経済成長率 (2013p): 7.60%

 国民総生産(2012) : 14.038 USD billion

 インフレ率(2013) : 5%

 為替レート: USD 1= 4,020 Riels
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2013-2014 市場動向(カンボジア）

• オフイスの需要は強い 一戸建てのオフイスから、多
層階のオフイスに需要が変わっている

• 小売のためのスペースはもっとも高い需要がある 大
規模な複合商業施設が2-3年のうちに完成する

• コンドミニアムは、2013-14年に沢山の新しいプロジェ
クトが着工する 外国人所有を認める新しい法律によ
って外国人の需要は増加する

• 産業用地は最も魅力的な投資対象である 日本の会
社が、製造工場を活発に探している

• 2013年の第3四半期は、政局の混迷により、低迷した
が、2013年の第4四半期、２０１４年は、市場は活発に
なる
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英国並びにロンドン

• 英国の人口は、現在の62百万人から、72百万人に2030年ま
でに増加する見通し

• 弱いポンドが、海外投資家を魅了する

• ロンドンの雇用、人口は、直近20年間で15％増

• ロンドンは、世界のﾌｨﾅﾝｼｬﾙｾﾝﾀｰ

• 安全な投資先 国際都市 外国人所有権の制限はない 税
金の不利な取り扱いはない

• 流動性が高い 2008年のﾘｰﾏﾝ危機の際も他のヨーロッパ諸
国などに比べ市場は機能した

• 透明性が高い 法律、緩やかな税金制度

• 供給が制限されている 都市計画 用途変更が困難

21



ロンドン不動産（居住系）市場 Cluttonsレポ-ト
2013.12による

• GDPは、2013円1.3％、2014年1.4％上昇見込

• 給料は、0.7％上昇なのに、物価は2.2％上昇

• Cluttonsロンドン高級住宅価格指数は、過去12か月間で9.7
％上昇 過去のピーク時より9％高い

• ロンドン中心部の価格は、12％以上上昇するが、高すぎるの
で、2014年は3.5-4％の上昇になる

• 賃料は、2014年は3.5％上昇、2017年まで、毎年4％強上昇
する

• Cluttonsは、ロンドン市内に9店舗あり、更に、4店舗開設予定
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フィリピン

• 人口：1億572万人

• 面積：29万9404ｋ㎡(日本37.8万K㎡）

• 政治体制：立憲共和制（現大統領：ベニグノ・アキノ3世）

• 首都：マニラ(首都圏人口約1,155万人）

• 言語：共通語→英語・タガロク語

• 宗教：国民の83％ カソリック 他のキリスト教10％

• インドに並ぶビジネス・プロセス・アウトソーシング

• 全人口の約1割1050万人が海外就労 220億ペソ送
金2012年
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フィリピン（2）

• 経済成長率が高い 不動産価格は上昇を続けている

• GD通貨ペソ 1ペソ≒2.2円

• P成長率 6.59％(2012年）

• インフレ率 3.5％

• 名目GDP 250,182百万＄

• 一人当たりGDP 2614＄(2012年）

• ピラミッド型の人口構成 2050年1億7000万人

• 観光産業

• 2003年以降経常収支は、黒字が続く 海外就労者の送金

• 格付けは投資適国 BBB-に上昇
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